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 本 研 究は, 鉱物 質混和材の混入 あるいはコンク リー トの表面被覆 によるコンクリー ト中への塩

化物 イオ ンの浸透 ・拡散の抑制効果を, RC構 造物の塩害防止効果の観点か ら定量 的に評価す る

ことを試みたものである. 水 セメン ト比を3水 準変化させた コンク リー ト, 鉱物質混和材を混入

したコンク リー トおよびアク リル ゴム系塗料により表面被覆 を施 したコ ンクリー トに対 して乾湿

繰返 し塩化物イオ ン浸透促進試験を実施 した. ま た, これ までに多数の研究者により発表 されて

きた塩化物イオ ン浸透促進試験 のデータを収集整理 し, 本 実験結果 と比較検討 した. これ らの実

験 および文献調査の結果を もとに上記2手 法の塩害防止効果 の定量的評価を試みた. 

Key Words: chloride ion penetration, concrete surface coating, mineral admixture, chloride environments, 

 chloride attach wetting and drying, duraility, steel corrosion, service life

1. は じめに

 塩化物イオ ンの浸入に起因するコンクリー ト

中の鉄筋の腐食は, 現在多 くの沿岸構造物ある

いは海洋構造物の劣化の主要な原因となってい

る. コンクリー ト中の鉄筋は通常は良 く防食 さ

れていると言われている. すなわち, 高アルカ

リ性のセメン ト水和物が鉄筋表面に不動態被膜

を形成 し, それにより鉄筋は腐食か ら保護され

ている. しか し, 許容濃度以上の塩化物イオ ン

が鉄筋表面に存在すると, 不動態被膜は破壊さ

れ鉄筋は腐食を開始する. 塩化物イオンは, 骨

材に付着 している場合や練混ぜ水あるいは混和

剤に含まれている場合などのように練混ぜ時か

らコンクリー ト中に存在する場合もある. 一方, 

コンクリー トの置かれた環境条件によっては, 

硬化後外部環境より浸入 して くる場合もある. 

外部から浸入 してきた塩化物イオ ンによっても, 
コンク リー ト中の鉄筋表面の不動態被膜は破壊

され, 水分および酸素の供給条件下で鉄筋の腐

食は進行する. これがいわゆる塩害である. 

 RC構 造物の塩害に関 しては, これまでに多

くの研究がなされており, そのメカニズムある

いは各種防止法に関して多くの知見が得 られて

いる. 鉱物質混和材の混入あるいはコンクリー

トの表面被覆等もコンク リー ト中への塩化物イ

オンの浸透 ・拡散を抑制する有効な方法である

ことが多数報告されている. しか し, これらの

手法のコンク リー ト中への塩化物イオンの浸透
・拡散の抑制効果を塩害防止の観点から, 供用

期間を考慮 して定量的に評価する手法は未だ確

立されているとは言い難い. 

 一方, コンクリー ト中への塩化物イオ ンの浸

透 ・拡散に関する研究は室内実験を中心に実施

されることが多いが, これらの研究結果の相互
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比較, あるいは実環境での暴露試験結果との比

較はこれまでにはあまり報告されていないのが

現状である. 

 本研究は, 鉱物質混和材の混入およびコンク

リー トの表面被覆 によるRC構 造物の塩害防止

効果を定量的に評価することを主眼としている. 

まず, 各種供試体を用いた乾湿繰返 し塩化物イ

オ ン浸透促進試験を実施 した. また, 文献調査

を実施 し, これまでに発表されている塩化物イ

オ ン浸透促進試験データの収集整理を行 った. 

その整理結果 と本実験結果とを比較することに

よ り, 本実験において用いた乾湿繰返 し方法の

位置づけを明確に した. 一方, 筆者等が過去に

おいて実施 した, 実環境に暴露されたコンク リ
ー ト中の塩化物イオン含有量に関する文献調査

の結果と本研究において実施 した乾湿繰返 し促

進試験結果を比較検討することによ り, 乾湿繰

返 し試験の促進効率を推定 した. 以上の結果を

もとに, 鉱物質混和材の混入およびコンクリー

トの表面被覆の塩害防止効果の供用期間を考慮

した定量的評価を試みた. 

2. 塩化物 イオン浸透促進実験 の方法

(1)概 要

 本実験においては, 鉄筋コンクリー トスラブ

供試体を合計10体 製作 し, それらの供試体の上

部表面を対象に4%NaC1溶 液の浸せきと気中乾

燥を繰 り返す乾湿繰返 し試験を行った. 実験上

の要因は, コンク リー トの水セメン ト比(W/B・

0. 45, 0. 60, 0. 75), 鉱物質混和材の混入(高

炉スラグ微粉末, フライアッシュ, シリカフユ
ーム)お よびアク リルゴム系高弾性材料による

コンクリー トの表面被覆である. 乾湿の繰返 し

は最長70サ イクルまで実施 し, その間, 10, 20, 

60お よび70サ イクルを終了 した時点でコンクリ

一 ト中の塩化物イオ ン含有量を測定 した. 

(2)ス ラブ供試体の形状, 寸法

 図一1に 供試体の形状および寸法を示す. 寸

法は150×500×1000mmで あり, 上部表面からの

かぷ りが115mmの 位置に直径20mmの 異形鉄筋を

2本 埋設 した. また, 各々の供試体の上部表面

の周囲にはNaCl溶 液を貯留するためのアクリル

製フレームを設置 した. このフレームについて

は以下の(5)に おいて詳述する. 表一1に 作製

した供試体の一覧を示す. 供試体No. 1, No. 2, 

No. 3は鉱物質混和材無混入かつ表面被覆を施 し

ていない供試体である. 供試体No. 4, No. 5, No. 

6には鉱物質混和材は混入 していないが, 各 々

の上部表面に表面被覆を施 した. 供試体No. 7, 

No. 8, No. 9, No. 10は表面被覆は施 していない

が, それぞれ鉱物質混和材を混入 している. 

(3)コ ンクリー トの使用材料および配合

 すべての供試体において, 普通ボル トランド

セメン ト(ASTM Type I)を 使用 した. セメン

トの比表面積は3450cm2/gで あり, JIS R 5210

に示 されている2500cm 2/9以 上という基準を満

足 している. また, セメントの化学成分を表一

2に 示す. 細骨材 として砕砂を使用 した. その

吸水率は1. 37%で あ り, 表乾比重は2. 60である. 

粗骨材として天然砂利と砕石を混合 したものを

使用 した. その最大寸法は10mm, 吸水率は0. 80

%, 表乾比重は2. 62である. 鉱物質混和材はセ

メントに対する質量比で置換 した. すなわち, 

図一1 供試体の形状, 寸法

単位: mm

表 一1 供試体の一覧

表一2 セ メン トおよび鉱物質混和材の化学成分

 (%)
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供 試体No. 7お よ びNo. 10に お い ては高炉 ス ラグ

微粉末 を65%, No. 8に お いては フライア ッシュ

を30%, No. 9に お いては シ リカフ ユー ムを10%

セ メ ン トに対 して置換 した. ま た, 水 結 合材比

以外の配 合上の要 因を可能 な範 囲で統一す るた

め に, す べ ての供 試体 にお いて骨材 結合材比を

5. 26/1, 全 骨材 に対す る細骨材の 質量比 を32%

に 統 一 した. 表 一3に 全供試体の コンク リー ト

の配合比率(質 量 表示)を 示す. 表 一4に コン

ク リー トの, 100mm立 方 体型供 試体 に よる圧 縮

強度の測定結果 を示す. な お, 強 度 試験 用供試

体の コ ンク リー トの養 生はス ラブ供 試体 と同一一

であ る. 

(4)鉱 物 質混和材

 使 用 した鉱物質混和材 の化 学成分 を表 一2に

示 す. 高 炉 ス ラグ微粉末 は, "Civil and

Marine Limited, Essex, England"社 の 製 品で

ある. 粉 末度は4170cm 2/9で あ り, 2750cm2/9以

上 と規 定 してい るBS(英 国規格)6699: 1986
"Ground granulated blast furnace slag for

use with Portland cement"を 満 足 している. 

 フ ラ イア ッシュは, "Boral Pozzolan

Limited, Herts, England"社 の 製 品で あ る. 

そ のMgO含 有 量 は1. 62%で あ り, MgO含 有 量4%

以 下 と規定 しているBS 3892: part1: 1982
"Pulverrized -fuel ash for use as a

cementitious component in structural

concrete"を 満足 している. 

また, シリカフユームは, "Elkem Materials

Limited, England"社 の製品であり, その比重

は2. 2である. 

(5)コ ンクリー トの打設および養生

 練 り混ぜられたコンク リー トは供試体の型枠

に3層 に分けて投入 し, 各層ごとに棒状バイブ

レータで締め固めた. コンクリー トがまだ固ま

らない段階で, 高さ50mmの 四辺形のアク リル製

フレームをスラブ供試体の上部表面に取 り付け

た. このフレームはコンク リー トが硬化 した後

にコンクリー トと一体化 して, NaCl溶 液を上部

表面に貯留 してお くためのものであり, いわば

堤防の役目を果たすものである. 打設終了後, 

ポ リエチ レンで覆 った湿潤養生を材齢24時 間ま

で継続 し, その後供試体の上部表面に水道水を

満た した状態を6日 間継続 した. 材齢7日 で脱

型し, その後21日 間実験室内で気中養生を行 っ

た. 年間を通 しての実験室内の平均気温は15℃

程度, また平均湿度は70%R. H. 程度である. 

(6)コ ンクリー トの表面被覆材料

 本実験において使用 したコンク リー トの表面

被覆は3層 構造となっている. すなわち, 1層

目がプライマー, 2層 目が中塗 り, 3層 目が上

塗 りである. 被覆膜の合計膜厚は約1000μmで

ある. 各層に使用 した被覆材料およびその性質

を表一5に 示す. 主膜を構成する中塗り材はア

ク リルゴム系の材料であ り, その組成は54%

(質量)が アクリルゴム, 残 りの46%が 無機系

フィラーおよび顔料である. なお, 本実験にお

いて3層 の被覆を行 うために要 した時間はおよ

そ14日 である. 

(7)乾 湿繰返 しの方法

 材齢28日 までの養生を終了 した後に, 乾湿繰

返 し促進試験を開始 した. 4%のNaCl溶 液を7

日間供試体の上部表面に貯留 し, その後溶液を

除去 し3日 間実験室内での自然乾燥を行った. 

すなわち, 10日間を1サ イクルとし70サイクル

表一3 コンクリー トの配合比率

表一4 コ ンクリー トの圧縮強度

表一5 コ ンクリー トの表面被覆材料の仕様
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まで乾湿繰返 しを実施 した. なお, NaC1溶 液の

加熱は行っておらず, 使用 した溶液の年間の平

均温度は約15℃ 程度である. 

(8)コ ンクリー ト中の塩化物イオン含有量の測

 定方法

 塩化物イオン含有量を測定するための試料は, 

直径が20mmの ハンマー ドリルを用いて供試体の

上部表面より鉛直方向にコンクリー ト粉を採取

した. 各回の計測に際 し, 供試体の上部表面の

6ヶ 所において ドリルにより削孔 し, 各 々の削

孔箇所において, コンクリー ト表面からの深さ

が5～25mm, 25～45mm, 45～65mm, 65～85mmお

よび85～105mmの 異なる深さの場所よ り試料を

採取 した. 同一の深 さよ り採取 した6試 料を等

量混合 したものを一試料 として塩化物イオン含

有量の定量を行った. 

 コンクリー ト粉末試料中の塩化物イオン含有

量の定量は, BS 1881: part 124: 1988
"Method for analysis of h

ardened concrete"

に準拠 して実施 した. この方法では, 塩化物

イオンの抽出液として高温に加熱 した硝酸溶液

を使用 し, 塩化物イオンの滴定液として硝酸銀

を使用 している. この方法は基本的にはJCI

(日本コンクリー ト工学協会)に おいて定めら

れている規準1)と 同様の考え方であるが, JC

I法 において規定されている炭酸カルシウムを

加え煮沸するという工程はBS法 においては規

定されていない. なお, 生データと しては, コ

ンクリー ト質量に対する塩化物イオ ン濃度が得

られることになるが, 当初の配合を基にセメン

ト質量に対する塩化物イオ ン濃度に換算 した. 

また, 2回 の測定の平均値を計測値として取 り

扱った. なお, 削孔箇所は元の供試体のモルタ

表一6 コ ンクリー ト中の塩化物イオ ン含有量の測定結果一覧

 (C1-v. s. セメ ン ト、 質量%)

BB: 高炉 スラグ、FA: フライア7シュ、SF: シリ加 ユーム
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ル部分と同配合のモルタルにより埋め戻 した. 

また, 表面被覆供試体については, 埋め戻 し表

面を同一材料, 同一仕様にて被覆 した. 

3. 塩化物イオ ン浸透促進実験 の結果

 表一6に 塩化物イオン含有量の測定結果の一

覧を示す. これによると, 60サ イクル終了時と

70サイクル終了時でコンクリー ト中の塩化物イ

オン含有量にほとんど差が認められず, むしろ

70サイクル時の方が小さくなっている場合もあ

る. これより, 本実験で用いた乾湿繰返 し法に

おいては, 60サイクルを終了 した時点でコンク

リー ト中の塩化物イオ ン含有量はほぼ定常状態

に収束 してきているものと考えられる. 

 図一2～ 図一4に20サ イクル終了時および60

サイクル終了時のコンクリー ト中の塩化物イオ

ン含有量の分布状況を示す. 図一2は 供試体No. 

1, No. 2, No. 3の測定結果である. この図よ り

わかるとおり, コンクリー ト表面からの深さが

増大するにつれて塩化物イオン含有量が減少 し, 
一方, 乾湿繰返 しサイクル数が増加するにつれ

て含有量が増大するという典型的な分布傾向が

認められる. また, 水セメン ト比が大きくなる

程コンクリー ト中の塩化物イオン含有量は大き

くなっている. 

 図一3は 表面被覆を施 している供試体の, 60

サイクル終了時の測定結果を示 している. この

図によると, いずれの供試体の場合 もコンク リ
ー ト中の塩化物イオン含有量はほとんど零に近

い. すなわち, コンクリー ト表面に形成されて

いる塗膜により, 外部環境か らの塩化物イオ ン

の浸入がほぼ完全に遮断されている. また, 表

面被覆による塩化物イオンの浸透防止効果はコ

ンク リー トの水セメン ト比には影響されず, い

ずれのコンクリー トの場合も同等である. 

 図一4は 鉱物質混和材を含む供試体の20サ イ

クルおよび60サ イクル終了時の塩化物イオン含

有量を示している. この場合 も, コンクリー ト

表面か らの深さが増大するにつれて塩化物イオ

ン含有量が減少 し, 乾湿繰返 しサイクル数が増

加するにつれて増大するとい う典型的な分布の

傾向を示 している. 本図と図一2を 比較 してみ

ると, 鉱物質混和材を混入 したコンクリー トに

おいては無混入の場合に比べてコンクリー トの

表面か らの距離が30mmよ り深い領域において塩

化物イオン含有量が小さ くな っているものの, 

30mm以 下においてはさほど大きな差異は認めら

れないことがわかる. 

 以上の実験結果よ り, 鉱物質混和材の混入は

外部環境か らのコンクリー ト中への塩化物イオ

図一2 普通コンクリー ト中の塩化物イオ ン含有量

○: 供試体No. 1

△: 供試体No. 2

□: 供試体No. 3

 20サ イ クル
----60サ イクル

図一3 表面被覆を施 したコンクリー ト中の塩化物

 イオン含有量

○: 供試体No. 4

△: 供試体No. 5

□: 供試体No. 6

 60サ イ クル

図一4 鉱物質混和材を混入 したコンクリー ト中の

 塩化物イオン含有量

○: 供試体No. 7
△: 供試体No. 8

□: 供試体No. 9

●: 供試体No. 10

 20サ イクル
----60サ イクル
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ンの浸入量を小さくする効果があると言える. 
一方, コンク リー トの表面被覆は外部環境から

の塩化物イオ ンの浸入をほぼ完全に遮断するこ

とができるものと考えられる. 

4. 乾 湿繰返 し試験 の塩 化物イ オ ン浸透 促

 進効果 に関す る考 察

(1)他 の促進試験結果との比較

 コンクリー ト中への塩化物イオ ン浸透促進試

験として未だ規格化 された方法はな く, 各研究

者が種々の方法を用いているのが現状である. 

それ らの方法の促進効果を考察 し, かつ定量化

する試みはこれまでになされていない. 本項に

おいては, これまでに多 くの研究者によ り発表

された促進試験の結果を整理 し, 本実験で用 い

た乾湿繰返 し法の促進効果に関する考察を行 う. 

a)塩 化物イオン拡散の基礎方程式

 コンクリー ト中の塩化物イオンの拡散を表す

基礎方程式と して, 式(1)に 示すFickの 拡散方

程式が広 く用いられている. 

(1)

 ここに, C: コンクリー ト中の塩化物イオ ン

 含有量

 t: 暴露期間

 x: コンク リー ト表面からの距離

 D: 拡散係数

式(1)を, t=0に おいてC=0, x=0に お

いてC=C(Cは 一定)と いう初期条件およ

び境界条件を基に解 くと, 式(2)を 得 ることが

既に示されている. 

C(x, t)=: Co (2)

ここに, C: コンク リー ト表面 における塩

 化物イオ ン含有量(一 定)

 erf: 誤差関数

(3)

b)指 数関数 による誤差関数の代用

 上記の式(2)に おいては, 変数はxお よびt

の2つ である. ここで, コンクリー ト表面か ら

の距離が一定, すなわちxが 一定の場所での塩

化物イオ ン含有量を対象 とすれば, 式(2)は 以

下の式(4)の ように表すことができる. 

(4)

ここに, 

(一定値)

 式(4)は, 式(1)を 基礎 とした場合のある一定

の深さxに おけるコンク リー ト中の塩化物イオ

ン含有量の経時変化を示 している. しか し, 式

(3)に示す とおり, 誤差関数はかなり複雑であ

り近似曲線などに用いるのは不便である. ある

程度の誤差を許容する範囲においては, ある種

の簡易な関数で代用することも可能であると思

われる. そこで, 誤差関数と比較的似た形状を

示す指数関数で誤差関数の代用をすることを考

えた. 図一5に 誤差関数(y=erf(1. 5/tl/2))

と指数関数(y=exp(-t1/2/5))を 比較した

ものの一例を示す. なお, 本図の作成に際して

は参考文献2)に 示される誤差関数の数値一覧表

を参照した. 図よりわかるとおり, 両関数が完

全に一致す るわけではないが, 適切な定数を与

図一5 誤差関数と指数関数の比較の一例

y=explkdjhkjtl

y=erflwruieoit
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えれば, 両関数は比較的近い曲線を表すことが

可能である. したがって, 式(4)を 以下の式(5)

で代用することにより, 次項c)に おける考察の
一助とした. 

C5)

 ここに, A: x/(2Dl/2)の 関数として

 定まる定数

c)本 実験で用いた乾湿繰返 し法の促進効果に

 関する考察

 本研究で用いた乾湿繰返し法が, 他の促進方

法に比べてどの程度の促進効果を有するかを検

討するために文献調査を行い, 既往の研究の結

果3)～18)を整理 した. 図一6～ 図一9に その整

理結果を示す. 塩化物イオ ン浸透促進試験とし

ては, 人工的な乾湿繰返 しを行 っているものが

数量的には最も多かったが, その試験条件は多

岐にわたっていた. 図一6～ 図一8は 乾湿繰返

図一6 乾湿繰返し試験における乾湿繰返しサイク

 ル数と塩化物イオン含有量の関係

コンクリー ト表面か らの距離

 10～20mm

○: W/C=40～50(%)
△: W/C=50～60(%)

□: W/C=60～70(%)

本実験 における結果
●: W/C=45%
▲: W/C=60%

■: W/C=75%

図一7 乾湿繰り返 し試験における浸せき時間と塩

 化物イオン含有量の関係

コ ンク リー ト表面からの距離

 10～20mm

○: W/C=40～50(%)

△: W/C=50～60(%)

□: W/C=60～70(%)

本実験 における結果

●: W/C=45%
▲: W/C=60%

■: W/C=75%

図一8 乾湿繰返 し試験における試験時間(浸 せき

 時間+乾 燥時間)と 塩化物イオ ン含有量の

 関係

コンク リー ト表面か らの距離

 10～20mm

○: W/Cニ40～50(%)
△: W/C=50～60(%)

□: W/C=60～70(%)

本実験における結果
●: W/C=45%

▲: W/C=60%

■: W/C=75%
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し条件が異なるデータを総合 しグラフ化 したも

のであるが, これ らの図中においてはコンクリ
ー トの水セメン ト比(W/C)の み分類 して表示 し

ている. 

 図一6は コンクリー ト表面からの距離が10～

20mmに おける塩化物イオ ン含有量について, 乾

湿繰返 しサイクル数を指標と して整理 したもの

である. サイクル数の増加に伴い塩化物イオン

含有量 も増加する傾向が感 じられるものの, 

100サ イクルを実施 した場合でもかなり低濃度

のデータが示されている場合 もあ り, 乾湿繰返

しサイクル数 と塩化物イオン含有量との間に明

確な相関性を認めることは難 しい. 

 図一7は, コンクリー ト表面からの距離が10
～20mmに おける塩化物イオ ン含有量について, 

乾湿繰返 しにおける浸せき時間を指標と して整

理 したものである. データのばらつきはあるも

のの, 浸せき時間が増加するにつれて塩化物イ

オン含有量が増大する傾向が認め られる. 同図

中に指数関数曲線で示 した概略の最大 レベルと

最小 レベル も併せて示すが, ほぼこの2っ の曲

線の範囲内にデータは存在するようである. 同

図中に本実験での結果 も併せて示すが, 水セメ

ン ト比が0. 75(■)の データは最大 レベルの近

傍にあ り, 水セメン ト比が0. 45(●)の データ

は最小 レベルの近傍にある. 

 図一8は, コンク リー ト表面からの距離が10
～20mmに おける塩化物イオ ン含有量について, 

乾湿繰返 しの試験時間(浸 せき時間と乾燥時間

の合計)を 指標と して整理 したものである. デ
ータのばらつきはあるものの, 図一7と 同様に

試験時間が増加するにつれて塩化物イオ ン含有

量が増大する傾向が認められる. 同図中に指数

関数曲線で示 した概略の最大 レベルと最小 レベ

ル も併せて示すが, ほぼこの2つ の曲線の範囲

内にデータは存在するものと思われる. 同図中

に, 本実験における測定結果も併せて示すが, 

水セメン ト比が0.75(■)の 場合はほぼ最大 レ

ベル上にあり, 水セメン ト比が0. 45(●)の 場

合は最小 レベルの近傍にある. 

 以上の図一7お よび図 一8よ り考察 して, 本

実験で用いた乾湿繰返 し法の試験条件は概ね平

均的なものであり, 試験方法としては妥当な も

のであると判断される. また, 水セメン ト比が

0. 75と いった貧配合のコンクリー トを用いて試

験を行った場合はコンク リー ト中の塩化物イオ

ン含有量はほぼ最大 レベルの値を示す ものと考

えられる. 

 図一9は, 連続浸せき試験のデータについて

コンクリー ト表面からの距離が10～20mmに おけ

る塩化物イオ ン含有量を浸せき時間を指標とし

て整理 したものである. 図一7, 図一8と 本図

を比較 してわかるとお り, 塩化物イオ ン含有量

は乾湿繰返 しの場合よ りもかなり小 さい. これ

より, 乾湿繰返 しを実施することによりコンク

リー ト中への塩化物イオンの浸入が促進 されて

いることは明 らかである. 

(2)実 環境との比較による促進効率の推定

 筆者等は, 過去において海洋環境下にあるコ

ンクリー ト中への塩化物イオンの浸透, 拡散に

関する文献調査を実施 し, 種々の海洋環境下に

おけるコンクリー ト中の塩化物イオ ンの含有量

について考察 している19)'20)'21). この研究

においては, 1980年以降に発表された文献51編

を収集 し, 計1191個 のデータを解析 している. 

その結果 と本室内実験より得 られた結果を比較

することにより, 乾湿繰返 し試験の促進効率の

推定を試みる. ここで, 「促進効率」の意味を

以下のように定義する. すなわち, コンクリー

ト中の塩化物イオン含有量がある一定値に到達

するために, 実際の環境に暴露された場合に要

する時間と乾湿繰返 し促進試験の場合に要する

図一9 連続浸せき試験における浸せき時間と塩化

物イオン含有量の関係

コンクリー ト表面か らの距離

 10～20mm

○: W/C=40～50(%)
△: W/C=50～60(%)

□: W/C=60～70(%)

176



時間の比率を促進効率 と定義する. 当然ではあ

るが, 対象とする海洋環境の環境条件が異なれ

ば促進効率も異なる値を取る. 本文中における

検討では, 海洋環境の中でも比較的厳 しい部類

に属する飛沫部をその対象と し促進効率の推定

を行 った. 

 図一10は, 飛沫部に暴露されたコンク リー ト

中の塩化物イオン含有量の最大 レベルの時間的

推移と本実験の供試体No. 3(W/C=0. 75)の コン

ク リー ト中の塩化物イオン含有量の測定結果を

同一の図中に示 したものである. 促進効率を的

確に評価するためには比較対象とするコンク リ
ー トがほぼ同等であることが必要となる. 図一

10に示 した飛沫部暴露のデータは図中に示 した

暴露期間における最大 レベルを示 してお り, コ

ンクリー トの配合, 材料は明確ではないが最 も

低品質のコンクリー トを用いた場合のデータで

あると考えられる. 一方, 乾湿繰 り返 し試験の

結果 として, 供試体No. 3を用いたのは, 図一7

および図一8に 示 したとおり, このコンクリー

トの水セメント比が0. 75とかなり貧配合であり, 

本実験で採用 した乾湿繰返 し環境でのほぼ最大

レベルに近い塩分含有量を示 したためである. 

すなわち, 図一10に示される点線(飛 沫環境下

での最大レベル)と 実線(本 乾湿繰返 し実験で

の最大 レベル)を 比較することによ り, 実環境

である飛沫部と促進環境である乾湿繰返 し環境

の比較を行い, 促進効率を定義することが可能

であると考えられる. なお, 乾湿繰返 し60サイ

クル終了時と70サイクル終了時で塩化物イオ ン

含有量にほとんど差が認められないことよ り, 

本比較においては60サ イクル(600日=1. 65年)

時の結果を用いることに した. 図一10よ りわか

るとお り, 実環境の場合の分布状況と乾湿繰 り

返 し試験の場合の分布状況は必ず しも同型であ

るとは言い難い. したがって, 促進効率の推定

に際 してはコンクリー ト表面からの距離が35mm, 

55mm, および70mmの 場合 という制約条件を設け

た. 図一10よ り推定 した促進効率を表一7に 示

す. コンク リー ト表面からの距離が35mmの 場合

は6. 7, 55mmの 場合は11. 0, 70mmの 場合は13. 3

という推定値を得 た. 距離が35mmの 場合を例に

取ると, 乾湿繰返 し60サイクル終了時と同一の

塩化物イオ ン含有量を得るためには実環境の場

合約11年 要することになり, 促進効率は6. 7

(=11/1. 65)と 算 出された. 深 さが55mmお よび

70mmの 場合 も同様の考えで計算 した. 

5. 塩 害防止効 果の定量的評価

(1)評 価の基本的な考え方

 K. Tuttiに よると, 鉄筋コンク リー ト構造物

の塩害による劣化過程は図一11の よ うに示され

ている22). 本図 に示されるとおり, Tuttiは 塩

害の劣化過程を大き く2つ に区分 し, 各々を, 
"Initiation period"と"Propagation period"

と名付けている. 両者の境界は鉄筋の腐食開始

である. また, 宮川等は塩害劣化の過程をさら

に細分 している23). これ によると, 一連の過

図一10 飛沫環境下と乾湿繰返 し環境下のコンクリ
 ー ト中の塩化物イオ ン含有量の比較

乾湿繰返 し実験の結果

 ○: 10サ イクル

 △: 20サ イクル

 □: 60サ イクル
 ●: 70サ イクル

飛沫部暴露の結果

表一7 乾湿繰返し試験の促進効率の推定結果

図一11 塩 害劣化の過程22)
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程を 「潜伏期」, 「進展期」, 「加速期」およ

び 「劣化期」の4つ に区分 しているが, Tutti

による"Initiation period"と 宮川による 「潜

伏期」は全 く同一の期間を指 している. すなわ

ち, 鉄筋周囲の塩化物イオン濃度が必要濃度

(臨界濃度)に 到達するまでの期間が
"I
nitiation period(潜 伏期)"の 期間と考え

ることができる. 

 鉄筋腐食が始まる際の塩化物イオ ンの臨界濃

度に関 しては, これまでに比較的多 くの論文が

発表されている. それらの, 提案値は必ず しも
一致するものではないが, 本文中においてはセ

メン ト質量 に対する0. 4%を 鉄筋の発錆が開始

するための臨界濃度 とみな し24), 以後の考察

を進めた. 図一12に 評価の基本的な考え方を示

す. まず, 第一段階において実環境と促進環境

を定量的に関連づける必要があるが, これにつ

いては前章において既に述べた. 第2段 階にお

いては, 室内実験の結果を基に条件の異なる各

種コンク リー トに関して塩化物イオン含有量の

比較を行 う. そ して, 最終的には飛沫部という

実環境に暴露された場合を想定し, 条件の異な

る各種コンクリー トの場合の潜伏期間を推定す

る. なお, 表 一7に 示 した促進効率があ らゆる

コンク リー ト, 例えば低水セメン ト比のコンク

リー ト, 鉱物質混和材を含むコンクリー トに適

用可能であるかは現時点で明示するのは難 しい

が, 本考察中においては, 「ある一つの環境条

件はあらゆるコンクリー トに対して同等に作用

する」という仮定の基に表一7に 示 した促進効

率をすべての供試体に適用 した. 

(2)潜 伏期間の推定結果

 表一8に 潜伏期間の推定結果を示す. 表に示

すとおり, コンクリー ト表面からの距離が35mm, 

55mmお よび70mmの 場合について潜伏期間の推定

を行った. 

 普通コンク リー ト(供 試体No. 1～No. 3)に つ

いて見てみると, 水セメント比が60%と75%の

場合, かぶ りが70mmと しても潜伏期間は10年 未

満である. 一方, 水セメント比が45%の 場合は

かぶ りが55mmの 場合は潜伏期間が21年 以上であ

り, コンクリー トの水セメン ト比が構造物の寿

命に及ぼす影響は極めて大きいことがわかる. 

 コンクリー トに表面被覆を施 した場合は, 乾

湿繰返 しを60サ イクル実施 した後で も, コンク

リー ト中の塩化物イオン含有量は鉄筋腐食に関

表 一8 潜伏期間の推定結果

推定期間(年)=nX10(日)/365(日)×r

n: コンク リー ト中の塩化物イオ ン含有量が0. 4%に 達 したときの

 乾湿繰 り返 しサイクル数
r: 促進効率

図一12 塩害 防止効果の評価の基本的考え方

ステ ヅプ1 促進効率の決定

ス テ ップ3

1nitiation Period

 (潜 伏期 間)

 の推 定

ステ ップ2 促進試験結果の比較
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する臨界濃度とみな した0. 4%以 下であ った. 

すなわち, 本実験結果の範囲では表面被覆を施

した供試体に関 しては潜伏期間を推定すること

は不可能である. 

 鉱物質混和材を含むコンク リー トについて見

てみると, 対象とするコンク リー ト表面からの

距離が異なるとその効果 も異なるという結果で

あった. すなわち, コンクリー ト表面か らの距

離が比較的小さい領域(35mm)よ りも大きい領

域(55mmお よび70mm)に おいてその効果が顕著

に認められた. したが って, 鉱物質混和材を混

入 したコンクリー トを用いる場合は, 鉄筋のか

ぶ り深 さを少な くとも50mm程度以上確保するこ

とにより, その効果を大きくすることができる

ものと考えられる. 

 以上の推定結果より, 鉱物質混和材の適切な

混入あるいは信頼性のある材料を用いてコンク

リー トの表面被覆を施 し, かつ表面被覆の適切

な維持管理を行うことにより, 塩害環境下にお

ける鉄筋コンクリー ト構造物の寿命を大幅に延

伸 させることが可能であると言える. 

(3)コ ンクリー ト表面被覆材料の評価について

 上述 したとおり, 信頼性のある材料を用いて

コンクリー トに表面被覆を施せば, 塩害環境下

でのコンクリー ト構造物の寿命を延伸させるこ

とが可能であることが示された. しかし, この

結論は使用 した被覆材料が使用環境下で十分な

耐久性を有するか, あるいは塗 り替えなどの適

切な維持管理を施 した場合でのみ適用されるも

のである. 筆者の一部は, 過去においてコンク

リー ト表面被覆材料の評価の考え方を提案 して

いる25),26). 図一13に その考え方を示す. 基

本的には, 被覆膜による塩化物イオンの浸透防

止性(耐 塩害性指標)と 被覆膜 自身の耐久性

(耐久性(耐 候性)指 標)の 双方よ り評価すべ

きであるとの考え方である. 本研究で得 られた

結果(表 一8)は, 図 一13で 示 した評価図の

「1」 に相当する材料を用いた場合, あるいは

「II」に相当する材料を用いかつ十分な維持管

理を施 した場合に適用されるものであ り, すべ

ての材料に対 して成立するものではない. 

6. 結論

 本実験および考察より得 られた結論を以下に

まとめる. 

1. 今回の実験において用いた乾湿繰返 し塩化

 物イオン浸透促進試験においては, 乾湿繰返

 しを60サ イクル終了 した時点でコンクリー ト

 中の塩化物イオ ン含有量はほぼ定常状態とな

 った. 

2. 普通コンク リー トの場合, コンクリー トの

 水セメン ト比が小さくなるとコンクリー ト中

 の塩化物イオ ン含有量 も小 さくなる. 特に, 

 水セメント比0. 45の コンクリー トは塩化物イ

 オンの浸入防止に関して, かな り優れている

 ことが示された. 

3. コンクリー トの水結合材比が同 じであれば, 

 鉱物質混和材を含むコンクリー トの方が普通

 コンクリー トよりも塩化物イオンの浸入は少

 な くなる. また, その効果はコンクリー ト表

 面からの距離が比較的大きな領域において顕

 著である. 

4. 鉱物質混和材を混入 した場合でも, 水結合

 材比は可能な限り小さくす る方が望ま しい. 

5. 今回実験に用いたコンクリー トの表面被覆

 材料は, 外部環境か らコンクリー ト中への塩

 化物イオ ンの浸入をほぼ完全に防止 した. 

6. 今回実験に用いたコンクリー トの表面被覆

 の場合は, 水セメント比の大きな(今 回は

 0. 75)低 品質コンクリー トでも外部環境から

 のコンクリー ト中への塩化物イオ ンの浸入を

 ほぼ完全に防止 した. 

7. 実環境での暴露に関する文献調査の結果と

 乾湿繰返 し試験の結果を比較することにより, 

 乾湿繰返 し試験の促進効率を推定することが

 できた. 

8. 鉱物質混和材の混入およびコンクリー トの

 表面被覆の塩害防止効果の定量的評価, すな

図 一13 コ ン ク リー ト表 面 被 覆 の 評 価 図25),26)

l: 使用可

II: 条件 によっては使用可

III: 使用不可
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 わち潜伏期間の推定ができた. 

9. 高炉水砕スラグ, フライアッシュ, シリカ

 フユームといった鉱物質混和材をコンクリー

 トに混和することにより, 鉄筋コンクリー ト

 構造物の塩害環境下における寿命を延伸させ

 ることが可能である. 

10. コンクリー ト中の塩化物イオ ン含有量が少

 ない時期に信頼性の高い材料により表面被覆

 を施 し, その適切な維持管理を行 うことによ

 り, 塩害環境下における鉄筋コンクリー ト構

 造物の寿命を大幅に延伸させることが可能で

 ある. 
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QUANTITATIVE EVALUATION OF THE PREVENTIVE EFFECTS
OF MINERAL ADMIXTURES AND SURFACE COATING MATERIALS

ON CONCRETE STRUCTURES AGAINST CHLORIDE ATTACK

Hidenori HAMADA, Tsutomu FUKUTE, R.N.SWAMY, Shin TANIKAWA

and J. C. LAIW

The preventive effects of mineral admixtures and concrete surface coatings against chloride attack is reported. 

Concretes of high, low and medium water to binder ratio, with and without mineral admixtures, or with and 

without a protected surface coatings were designed. Reinforced concrete slab specimens were subjected up to 

70 cycles of wetting and drying by ponding 4.0% sodium chloride solution and drying in atmospheric air. 

And, a literature survey was conducted. As a result, it can be said that the service life of concrete structures 

incorpolating mineral admixtures or protected with surface coating materials becomes significantly longer than 

that of the structures made of plain concretes when exposed to chloride environments.
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